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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第１四半期連結
累計期間

第73期
第１四半期連結
累計期間

第72期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （百万円） 48,433 48,896 204,134

経常利益 （百万円） 3,543 2,694 13,654

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,430 1,816 8,870

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,116 2,138 8,110

純資産額 （百万円） 114,639 119,137 118,394

総資産額 （百万円） 210,998 209,101 222,542

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 29.93 22.37 109.20

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 29.54 22.06 104.21

自己資本比率 （％） 52.97 55.79 52.11

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、物品販売業において、平成28年４月、株式会社ビックカメラとの共同出資により、Air BIC株式会社を設立

し、連結子会社といたしました。

　これにより、当社グループの構成は、当社（日本空港ビルデング株式会社）及び子会社18社、関連会社10社となり

ました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
 

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(１) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、弱さもみられるものの、緩やかな回復基調が続いております。

先行きにつきましては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復に向かうこと

が期待されますが、海外経済で弱さがみられ、中国を始めとするアジア新興国や資源国等の景気の下振れや、英国の

ＥＵ離脱問題などの海外経済の不確実性の高まりが、わが国の景気を下押しするリスクとなっております。

　航空業界におきましては、航空自由化（オープンスカイ）やＬＣＣ（ロー・コスト・キャリア）の路線拡大等によ

る競争の激化、上下一体化による効率運営を目指した空港経営改革や首都圏空港の機能強化の具体化に向けた動きが

進むなか、昨年には２０２０年の政府目標であった訪日外国人旅客数２,０００万人を概ね達成し、本年３月には、

政府は「観光先進国」という新たな挑戦に向けて２０２０年の目標値を４,０００万人へ大幅に上方修正するなど、

事業環境は大きく変化しつつあり、一層競争力強化に向けた取組みが求められております。

　当第１四半期連結累計期間の航空旅客数につきましては、羽田空港の国内線航空旅客数は前年同期をわずかに上回

りました。羽田空港、成田空港、関西空港などの国際線航空旅客数は、各月の訪日外国人旅客数が過去最高記録を更

新し続けており、１月から６月の半年で初めて１,０００万人を超え過去最高の１,１７１万人を記録するなど、前年

同期を上回っております。

　このような状況の中、当社グループは、全てのステークホルダーに満足していただける空港を目指すとともに、事

業及び収益機会を創造し、持続的成長を果たすべく、長期ビジョンとして「To Be a World Best Airport」を掲げま

した。その長期ビジョンに基づき、中期経営計画（平成28年度から平成32年度）を策定し、羽田空港の「あるべき

姿」の追求、強みを活かした事業領域の拡大・収益多元化、収益基盤再構築・競争優位の確立を戦略の３本柱とし、

その実践基盤として組織・ガバナンスの再編・強化に取り組んでおります。

　羽田空港の「あるべき姿」の追求につきましては、羽田空港国内線第１旅客ターミナルビルにおいて、フィッティ

ングルームや授乳室、キッズトイレなどを備えた多目的レストルームを供用開始するなど、国内外のお客様の受入環

境を整備することで利便性、快適性及び機能性の向上を図ってまいりました。加えて、日本の技術の発信と空港利用

者に対する安全・安心・便利を前提とした良質なサービスを提供すべく、次世代型ロボットの導入を進めてまいりま

した。今後も未来の空港のあり方を見据え、空港の省力化・高度化等を目的とする新しいロボットの研究開発にも取

り組み、新しい空港価値の創造と利便性の質的向上に努めてまいります。

　また、強みを活かした事業領域の拡大・収益多元化につきましては、新たな市場開拓の先駆けとして、本年１月27

日に三越銀座店の８階に空港型市中免税店「Japan Duty Free GINZA」を、４月27日に羽田空港国際線旅客ターミナ

ルビルに家電製品を中心に外国人旅客に人気のアイテムを取り揃えた「Air BIC CAMERA」をそれぞれ開業いたしまし

た。昨年下期からいわゆる「爆買い」の沈静化傾向が見られ、当第１四半期連結累計期間においても営業収益は目標

を下回る状況でありますが、中長期的な増加が見込まれる訪日外国人による国内消費は、今後も免税市場を中心に拡

大していくものと思われます。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、営業収益は ４８８億９千６百万円（前年同期比

１.０％増）、営業利益は １７億２千４百万円（前年同期比 ４０.７％減）、経常利益は ２６億９千４百万円（前

年同期比 ２４.０％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は １８億１千６百万円（前年同期比 ２５.３％減）

となりました。

　なお、羽田空港旅客ターミナルビルは、昨年、英国SKYTRAX社による国際空港評価において、２年連続で世界最高

水準の旅客ターミナルビルであると評価され「５スターエアポート」を受賞しました。また、本年３月には、国内線

空港総合評価部門で４年連続世界第１位のほか、空港の清潔さなどを評価する部門でも世界第１位の評価をいただき

ました。今後もこれに満足することなく、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックに向けて、今まで以上に

羽田空港全体で連携しながら、空港を利用されるお客様を第一に考え、安全性はもちろん、利便性、快適性及び機能

性に優れたサービスを提供し、お客様から信頼され続ける世界ナンバーワン品質の旅客ターミナルビルを目指し、航

空輸送の発展に貢献してまいりたいと考えております。

　セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、営業利益はセグメント利益に該当します。
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（施設管理運営業）

　家賃収入につきましては、一般貸室の増加等により、前年同期をわずかに上回りました。

　施設利用料収入につきましては、国内線航空旅客数の増加により、国内線旅客取扱施設利用料が増加となる等、

前年同期を上回りました。

　その他の収入につきましては、羽田空港国際線旅客ターミナルビルにおける業務受託料収入や、広告料収入の増

加等により、前年同期を上回りました。

　その結果、施設管理運営業の営業収益は １２８億１千６百万円（前年同期比 ４.３％増）、営業利益は修繕費

の増加等により、１２億９千９百万円（前年同期比 １３.０％減）となりました。

 

（物品販売業）

　国内線売店売上につきましては、国内線航空旅客数の増加等により、前年同期をわずかに上回りました。

　国際線売店売上につきましては、成田空港および関西空港において前年のいわゆる「爆買い」需要からの反動減

が大きく、空港型市中免税店の開業に伴う増収はあるものの、前年同期を下回りました。

　その他の売上（卸売）につきましては、羽田空港国際線旅客数の増加に伴い、同ターミナルビル店舗への卸売が

好調に推移したこと等により、前年同期を上回りました。

　その結果、物品販売業の営業収益は ３２２億４千５百万円（前年同期比 １.５％減）、営業利益は空港型市中

免税店の営業費用増もあり、１６億６千９百万円（前年同期比 ３８.３％減）となりました。

 

（飲　食　業）

　飲食店舗売上につきましては、国内線航空旅客数の増加等により、前年同期をわずかに上回りました。

　機内食売上につきましては、顧客である外国航空会社の増便や新規取引等により、前年同期を大きく上回りまし

た。

　その他の売上につきましては、羽田空港国際線旅客ターミナルビルでの業務受託料収入の増加等により、前年同

期を上回りました。

　その結果、飲食業の営業収益は ５０億７千３百万円（前年同期比 ９.６％増）、営業利益は外注費の増加等に

より、３千２百万円（前年同期比 １９.１％減）となりました。

 

 

(２) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　航空業界におきましては、航空自由化（オープンスカイ）やＬＣＣ（ロー・コスト・キャリア）の路線拡大等に

よる競争の激化、上下一体化による効率運営を目指した空港経営改革や首都圏空港の機能強化の具体化に向けた動

きが進むなか、昨年には２０２０年の政府目標であった訪日外国人旅客数２,０００万人を概ね達成し、本年３月

には、政府は「観光先進国」という新たな挑戦に向けて２０２０年の目標値を４,０００万人へ大幅に上方修正す

るなど、事業環境は大きく変化しつつあり、一層競争力強化に向けた取組みが求められております。

　当社グループはこのような変化に対応するため、羽田空港の基盤強化はもとより、これまでに培ったノウハウを

活かした空港外での事業展開を始め、より一層競争力強化に向けた取組みが必要であると考えております。

　以上のことを背景に、当社グループは、全てのステークホルダーに満足していただける空港を目指すとともに、

事業及び収益機会を創造し、持続的成長を果たすべく、長期ビジョンとして「To Be a World Best Airport」を掲

げました。その長期ビジョンに基づき、中期経営計画（平成28年度から平成32年度）を策定し、羽田空港の「ある

べき姿」の追求、強みを活かした事業領域の拡大・収益多元化、収益基盤再構築・競争優位の確立を戦略の３本柱

とし、その実践基盤として組織・ガバナンスの再編・強化に取り組んでおります。

　具体的には、東京オリンピック・パラリンピックに向けた確実な対応とともに、日本の玄関口として世界最高水

準の安全性確保はもとより、地方創生事業の推進や最先端技術の導入を図りながら、SKYTRAX社の空港評価におけ

る連続受賞など羽田空港の包括的なブランディングに努めてまいります。また、他業種との連携や羽田空港外への

展開により事業領域の拡大を進めるとともに、羽田空港国内線旅客ターミナルビルの顧客満足度の向上と収益拡大

に向けた施設の改修やオペレーション改善による効率化など、確固たる羽田空港の基盤強化に努めてまいります。

営業面における当面の課題としては市中免税店事業への対策が柱となりますが、中長期的にも増加が見込まれる訪

日外国人による国内消費を確実に取り込むべく、必要な施策を実施してまいります。あわせて、これらを支えるべ

く、新たな価値を創造する環境の整備や株主・投資家に対する対話機会の拡大と各施策の確実性を高めるために組

織・ガバナンスの再編・強化を図りながら、中期経営計画を推進してまいります。

　当社グループは、今後とも、航空会社との協力・協調関係を一層強め、航空業界と一体となって首都圏空港の新

たな発展に寄与しつつ、企業価値の向上に努めてまいります。
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　当社の会社支配に関する基本方針、及び会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み、並びに会社支

配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組みの各概要は以下のとおりです。

 

　①会社の支配に関する基本方針

　　当社は、当社株式の大規模買付行為が行われる場合に、これを受け入れるか否かの最終的な判断はその時点

における株主の皆様に委ねられるべきものであると考えます。

　　当社は羽田空港において、航空系事業として、国内線旅客ターミナルビルの建設、管理運営を行うととも

に、国際線旅客ターミナルビルを建設、管理運営する東京国際空港ターミナル株式会社の筆頭株主として、同

社から国際線旅客ターミナルビルの主要な運営業務の一括受託などを行っております。一方、非航空系事業と

して、羽田空港、成田国際空港、関西国際空港並びに中部国際空港において物品販売業等を営み、その収益を

基盤として航空界の急速な発展に即応した旅客ターミナルビルの拡充整備に努め、事業規模の拡大を図ってま

いりました。そのため、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、旅客ターミナル事業の有する高度

の安全性と公共性についての適切な認識に加え、当社の企業価値の源泉をなす重要な経営資源（独創性の高い

技術・ノウハウ、特定の市場分野における知識・情報、長期にわたり醸成された取引先との深い信頼関係、専

門分野に通暁した質の高い人材等）への理解が不可欠であると考えます。

　　当社は、大規模買付者が突然現れた場合に、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に与える影響について株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、大規模買付者及び当社取締役会の

双方から、大規模買付行為が当社に与える影響や、大規模買付者の経営方針等の情報が適切かつ十分に提供さ

れることが不可欠と考えます。さらに、当該大規模買付行為に関する当社取締役会による検討結果等の提示

は、株主の皆様の判断に資するものであると考えます。

　　当社としましては、大規模買付行為が行われる場合には、大規模買付者において、株主の皆様の判断のため

に、当社が設定して事前に開示する一定のルールに従って、大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当

社取締役会に事前に提供していただく必要があると考えております。また、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を毀損することとなる悪質な当社株式の大規模買付行為を防止するため、大規模買付者に対して相応の

質問や大規模買付者の提案内容等の改善を要求し、あるいは株主の皆様にメリットのある相当な代替案が提示

される機会を確保し、さらには当該大規模買付ルールを遵守しない大規模買付行為に対しては企業価値ひいて

は株主共同の利益の維持・向上の観点から相当な措置がとられる必要があると考えております。

 

　②会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み

　　当社は、会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組みとして、下記③で記載するもののほか、

以下の取組みを行い、企業価値ひいては株主共同の利益の維持・向上に努めております。

 

　(ⅰ)中期経営計画に基づく取組み

　　　当社は、旅客ターミナルビルにおける絶対安全の確立のため、さらなる安全対策強化に全力を傾注すると

ともに、羽田空港国内線第１旅客ターミナルビル及び第２旅客ターミナルビルの一体的運営による一層の効

率化を図り、運営諸費用の増加等への対策に努めております。また、東京国際空港ターミナル株式会社を建

設、管理運営主体とする国際線旅客ターミナルビルにつきましては、同社の筆頭株主として、主要な運営業

務の一括受託などを行っております。併せてお客様本位の旅客ターミナルビルの運営を目指し、当社グルー

プＣＳ理念「訪れる人に安らぎを、去り行く人にしあわせを」の下、顧客第一主義を徹底するほか、積極的

な人材育成を図り、全社を挙げて一層のサービス向上、さらなる収益の向上に努めることとし、中期経営計

画に基づく諸施策に積極的に取り組んでおります。

 

　(ⅱ)コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた取組み

　　　当社はコーポレート・ガバナンスが経営上重要な問題であるとの基本的認識に立ち、経営の透明性の確保

を図るため、創業以来、社外取締役及び社外監査役を選任しております。原則毎月１回開催される取締役会

は、常勤取締役10名、非常勤取締役１名、独立役員２名を含む非常勤の社外取締役４名で構成され、経営の

基本方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定するとともに業務執行状況の監督機

能を果たしております。常勤監査役２名、独立役員２名を含む非常勤の社外監査役３名からなる監査役は、

取締役会やその他重要な会議に出席し、取締役の業務執行の適法性、妥当性及び経営の透明性、健全性を監

視できる体制となっております。
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　③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される

　　ことを防止するための取組み

　　当社は、①で述べた会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針

の決定が支配されることを防止するため、「当社株式に対する大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」

（以下「本対応方針」という。）により、大規模買付行為が行われる場合に関して大規模買付ルールを定め、

かつ、大規模買付者が当該ルールを遵守しなかった場合における対抗措置の発動に係る手続きについて定めて

おります。

 

　(ⅰ)独立委員会の設置

　　　大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を害するものか否かの検討・審議を行い、大規

模買付行為に関する当社取締役会の判断及び対応の公正を担保する機関として、独立委員会を設置します。

独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から

独立している当社社外取締役、当社社外監査役、及び社外有識者のいずれかに該当する者の中から選任しま

す。

　　　当社取締役会は、大規模買付行為が開始された場合に当該大規模買付行為との関係では対抗措置を発動し

ない旨の不発動決議の是非について独立委員会に諮問することとし、当社取締役会はその勧告を最大限尊重

するものとします。

 

　(ⅱ)大規模買付ルール

　　　大規模買付ルールとして、大規模買付者は、定められた手続きに従い情報提出等を行うものとし、かつ、

情報提出手続き等を経て、当社取締役会が不発動決議を行うまで、大規模買付行為を行わないこととしま

す。

　　(ア)大規模買付意向表明書の当社への事前提出

　　　大規模買付者は、大規模買付ルールに従って大規模買付行為を行う旨の大規模買付意向表明書（当社所定

の書式）を事前に当社に対して提出していただきます。

 

　　(イ)大規模買付行為に関する情報の提出

　　　大規模買付者から大規模買付意向表明書をご提出いただいた場合、当社は当該大規模買付者に対し、改めてご

提出いただく情報の項目を記載した情報リストを10営業日（初日不算入）以内に交付いたします。

　　　大規模買付者は、情報リストに基づき、株主の皆様のご判断及び独立委員会の検討のために必要かつ十分な大

規模買付行為に関する情報を当社にご提出いただきます。

 

　　(ウ)独立委員会による検討開始に係る通知

　　　当社は、当該大規模買付行為に関する情報の提出が完了したと認められる場合等、独立委員会による検討

を開始するのが適当と合理的に判断される場合には、その旨を大規模買付者に通知し開示するとともに、独

立委員会による検討の開始を依頼いたします。

 

　　(エ)独立委員会による検討及び不発動勧告決議

　　　独立委員会は、独立委員会検討期間として定められた期間内に、大規模買付行為の内容の検討、当社取締役会

等の提供する代替案の検討等を行います。

　　　大規模買付者は、独立委員会が検討資料その他の情報提供、協議・交渉等を求めた場合には、速やかにこれに

応じなければならないものとします。独立委員会は、当該大規模買付行為に関する情報の検討等の結果、全員一

致の決議により、当該大規模買付行為が当社企業価値を毀損し会社の利益ひいては株主共同の利益を害するおそ

れがないものと認める場合には、当社取締役会に対して、不発動勧告決議を行うこととします。

 

　　(オ)株主総会における株主意思確認

　　　独立委員会は、独立委員会検討期間内に不発動勧告決議を行うに至らなかった場合には、当該大規模買付行為

に対する対抗措置に係る株主意思確認総会を開催する旨を勧告することとし、かかる勧告を受けて当社取締役会

は、株主意思確認総会の招集を速やかに決定するものとします。

　　　株主意思確認総会の決議は、出席株主の議決権の過半数によって決するものとします。
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　　(カ)取締役会の不発動決議

　　　当社取締役会は、独立委員会が当該大規模買付行為について不発動決議を行うべき旨勧告した場合、取締

役としての善管注意義務に明らかに反する特段の事情が存しない限り、不発動決議を速やかに行うものとし

ます。

　　　また、当社取締役会は、上記(ⅱ)（オ）に定める株主意思確認総会において対抗措置を発動すべきでない

旨の株主意思が示された場合、不発動決議を速やかに行うものとします。

 

　　(キ)大規模買付ルールに従わない大規模買付行為に対する対抗措置の発動

　　　当社取締役会が不発動決議を行うまで、大規模買付者は、大規模買付行為を行ってはならないものとします。

当社取締役会は、大規模買付ルールに従わない大規模買付行為が行われ対抗措置の発動が相当である場合、当社

の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を目的として、本対応方針に基づく対抗措置を行うものとしま

す。本対応方針の対抗措置としては、新株予約権の無償割当てその他の法令及び当社の定款上許容される手段を

想定しております。

 

　(ⅲ)株主・投資家に与える影響

　　　本対応方針は、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断されるために必要な情報を提供

し、さらには、当社株主の皆様が大規模買付行為に係るより良い提案や、当社取締役会等による代替案の提

示を受ける機会を保証するための相応の検討時間・交渉力等が確保されることを目的としています。これに

より、当社株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為への応諾その他の選択肢について適切な判

断をされることが可能となり、そのことが当社株主全体の利益の保護につながるものと考えます。従いまし

て、本対応方針の設定は、当社株主及び投資家の皆様が適切な投資判断をなされる上での前提となるもので

あり、当社株主及び投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。

 

　④取締役会の判断及びその理由

　　当社の中期経営計画、コーポレート・ガバナンスの強化充実等の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利

益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針に

沿うものです。

　　また、本対応方針は上記の基本方針に沿うものであり、またその合理性を高めるため以下のような特段の工

夫が施されておりますので、本対応方針は、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうものではなく、また当

社役員の地位の維持を目的とするものでもありません。

 

　(ⅰ)本対応方針は、平成26年６月27日開催の第70回定時株主総会においてその基本的内容につき、株主の皆様

の事前承認を受けております。当該株主総会の承認は、当該定時株主総会から３年を有効期間とします。当社

取締役会は、３年が経過した時点で、改めて本対応方針に関する株主意思の確認を行い、株主の皆様にご判断

いただくことを予定しております。当社取締役会は、当該株主総会承認の有効期間中、関連する法制度の動向

その他当社を取り巻く様々な状況を勘案して、当該株主総会承認の趣旨の範囲内で、本対応方針の細目その他

必要な事項の決定や修正等を行うこととします。

 

　(ⅱ)本対応方針は、株主意思確認総会において対抗措置を発動すべきでない旨の株主意思が示された場合、当

社取締役会は不発動決議を速やかに行うものとしております。また、当社の業務執行を行う経営陣から独立し

ている当社社外取締役、当社社外監査役、及び社外有識者のいずれかに該当する者の中から選任される委員に

より構成される独立委員会が、株主意思確認総会の招集に先立つ独立委員会検討期間内において、当該大規模

買付行為が当社企業価値を毀損し会社の利益ひいては株主共同の利益を害するおそれがないものと認め不発動

勧告決議を行った場合には、当社取締役会は、取締役としての善管注意義務に明らかに反する特段の事情がな

い限り、速やかに同勧告決議に従い不発動決議を行うこととされています。このように、取締役の地位の維持

等を目的とした恣意的な発動を防止するための仕組みを本対応方針は確保しております。

 

　(ⅲ)当社は、取締役の解任決議要件の普通決議からの加重も行っておりません。本対応方針は、大規模買付者

が自己の指名する取締役を当社株主総会の普通決議により選任し、かかる取締役で構成される取締役会によ

り、廃止させることが可能です。従いまして、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員

の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は、期差任期制

を採用していないため、本対応方針はスローハンド型（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができない

ため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。
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　(ⅳ)本対応方針は、経済産業省及び法務省が定めた平成17年５月27日付「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」が求める適法性の要件（新株予約権等の発行の差止めを受けること

がないために充たすべき要件）、合理性の要件（株主や投資家など関係者の理解を得るための要件）をすべて

充たしております。また、経済産業省企業価値研究会の平成20年６月30日付報告書「近時の諸環境の変化を踏

まえた買収防衛策の在り方」の提言内容にも合致しております。

 

　(ⅴ)その他

　　本対応方針の詳細につきましては、当社ホームページに掲載の「当社株式に対する大規模買付行為への対応方針

（買収防衛策）の継続について」の本文をご覧ください。

 

　（ 参考URL　http：//www.tokyo-airport-bldg.co.jp/company/ir/ ）

 

 

(３) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　航空業界におきましては、航空自由化（オープンスカイ）やＬＣＣ（ロー・コスト・キャリア）の路線拡大等に

よる競争の激化、上下一体化による効率運営を目指した空港経営改革や首都圏空港の機能強化の具体化に向けた動

きが進むなか、昨年には２０２０年の政府目標であった訪日外国人旅客数２,０００万人を概ね達成し、本年３月

には、政府は「観光先進国」という新たな挑戦に向けて２０２０年の目標値を４,０００万人へ大幅に上方修正す

るなど、事業環境は大きく変化しつつあり、一層競争力強化に向けた取組みが求められております。

　当社グループはこのような変化に対応するため、羽田空港の基盤強化はもとより、これまでに培ったノウハウを

活かした空港外での事業展開を始め、より一層競争力強化に向けた取組みが必要であると考えております。

　以上のことを背景に、当社グループは、全てのステークホルダーに満足していただける空港を目指すとともに、

事業及び収益機会を創造し、持続的成長を果たすべく、長期ビジョンとして「To Be a World Best Airport」を掲

げました。その長期ビジョンに基づき、中期経営計画（平成28年度から平成32年度）を策定し、羽田空港の「ある

べき姿」の追求、強みを活かした事業領域の拡大・収益多元化、収益基盤再構築・競争優位の確立を戦略の３本柱

とし、その実践基盤として組織・ガバナンスの再編・強化に取り組んでおります。

　具体的には、東京オリンピック・パラリンピックに向けた確実な対応とともに、日本の玄関口として世界最高水

準の安全性確保はもとより、地方創生事業の推進や最先端技術の導入を図りながら、SKYTRAX社の空港評価におけ

る連続受賞など羽田空港の包括的なブランディングに努めてまいります。また、他業種との連携や羽田空港外への

展開により事業領域の拡大を進めるとともに、羽田空港国内線旅客ターミナルビルの顧客満足度の向上と収益拡大

に向けた施設の改修やオペレーション改善による効率化など、確固たる羽田空港の基盤強化に努めてまいります。

営業面における当面の課題としては市中免税店事業への対策が柱となりますが、中長期的にも増加が見込まれる訪

日外国人による国内消費を確実に取り込むべく、必要な施策を実施してまいります。あわせて、これらを支えるべ

く、新たな価値を創造する環境の整備や株主・投資家に対する対話機会の拡大と各施策の確実性を高めるために組

織・ガバナンスの再編・強化を図りながら、中期経営計画を推進してまいります。

　当社グループは、今後とも、航空会社との協力・協調関係を一層強め、航空業界と一体となって首都圏空港の新

たな発展に寄与しつつ、企業価値の向上に努めてまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 288,000,000

計 288,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発
行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 84,476,500 84,476,500
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 84,476,500 84,476,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成28年４月１日～
 平成28年６月30日

－ 84,476 － 17,489 － 21,309

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本空港ビルデング株式会社(E03863)

四半期報告書

 9/20



（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,247,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 81,206,500 812,065 －

単元未満株式 普通株式 22,600 － －

発行済株式総数 84,476,500 － －

総株主の議決権 － 812,065 －

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本空港ビルデング
株式会社

東京都大田区羽田空
港3-3-2
第１旅客ターミナル
ビル

3,247,400 － 3,247,400 3.84

計 － 3,247,400 － 3,247,400 3.84

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 29,667 19,327

売掛金 17,151 14,277

有価証券 14,002 14,002

商品及び製品 9,445 10,158

原材料及び貯蔵品 137 139

繰延税金資産 1,241 1,260

その他 2,570 2,540

貸倒引当金 △12 △17

流動資産合計 74,203 61,689

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 276,109 276,394

減価償却累計額及び減損損失累計額 △189,289 △191,253

建物及び構築物（純額） 86,819 85,140

機械装置及び運搬具 10,430 10,408

減価償却累計額及び減損損失累計額 △8,215 △8,302

機械装置及び運搬具（純額） 2,214 2,106

土地 10,466 10,466

リース資産 1,996 2,063

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,034 △1,103

リース資産（純額） 962 959

建設仮勘定 3 242

その他 29,758 29,913

減価償却累計額及び減損損失累計額 △23,423 △23,846

その他（純額） 6,334 6,066

有形固定資産合計 106,801 104,983

無形固定資産 1,763 1,870

投資その他の資産   

投資有価証券 24,678 25,240

長期貸付金 6,665 6,665

繰延税金資産 5,384 5,610

退職給付に係る資産 50 77

その他 2,995 2,962

投資その他の資産合計 39,774 40,557

固定資産合計 148,339 147,411

資産合計 222,542 209,101
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,038 7,365

短期借入金 10,666 9,352

未払法人税等 2,868 1,117

未払費用 13,699 6,433

預り金 2,221 2,925

賞与引当金 1,378 672

役員賞与引当金 247 60

その他 4,236 3,270

流動負債合計 43,357 31,197

固定負債   

新株予約権付社債 30,122 30,115

長期借入金 21,162 19,562

リース債務 761 751

退職給付に係る負債 4,829 4,638

資産除去債務 458 459

その他 3,457 3,238

固定負債合計 60,790 58,766

負債合計 104,148 89,963

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,489 17,489

資本剰余金 21,337 21,337

利益剰余金 79,929 80,284

自己株式 △3,244 △3,244

株主資本合計 115,512 115,867

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,906 4,291

繰延ヘッジ損益 △3,127 △2,254

為替換算調整勘定 55 53

退職給付に係る調整累計額 △1,379 △1,305

その他の包括利益累計額合計 454 784

非支配株主持分 2,427 2,485

純資産合計 118,394 119,137

負債純資産合計 222,542 209,101
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

営業収益   

家賃収入 3,191 3,220

施設利用料収入 4,126 4,167

その他の収入 4,884 5,568

商品売上高 32,573 31,956

飲食売上高 3,657 3,983

営業収益合計 48,433 48,896

売上原価   

商品売上原価 24,122 23,939

飲食売上原価 2,410 2,568

売上原価合計 26,532 26,507

営業総利益 21,900 22,389

販売費及び一般管理費   

従業員給料 2,058 2,222

賞与引当金繰入額 533 631

役員賞与引当金繰入額 43 60

退職給付費用 247 240

賃借料 2,970 3,141

業務委託費 4,661 5,356

減価償却費 2,759 2,832

その他の経費 5,717 6,179

販売費及び一般管理費合計 18,991 20,664

営業利益 2,909 1,724

営業外収益   

受取利息 156 157

受取配当金 183 216

持分法による投資利益 398 601

雑収入 120 142

営業外収益合計 858 1,118

営業外費用   

支払利息 150 117

固定資産除却損 57 21

雑支出 17 8

営業外費用合計 224 148

経常利益 3,543 2,694

税金等調整前四半期純利益 3,543 2,694

法人税等 1,144 884

四半期純利益 2,399 1,809

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △31 △6

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,430 1,816
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 2,399 1,809

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 634 △621

為替換算調整勘定 △0 △2

退職給付に係る調整額 50 70

持分法適用会社に対する持分相当額 31 881

その他の包括利益合計 716 328

四半期包括利益 3,116 2,138

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,138 2,147

非支配株主に係る四半期包括利益 △22 △8
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当第１四半期連結会計期間より、Air BIC株式会社を新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

当第１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

日本エアポートデリカ株式会社

（借入債務）

335百万円 日本エアポートデリカ株式会社

（借入債務）

308百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

減価償却費 2,779百万円 2,851百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 974 12.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,462 18.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 
施設管理
運営業

物品販売業 飲食業 計

売上高       

外部顧客への売上高 11,822 32,577 4,033 48,433 － 48,433

セグメント間の内部売上高

又は振替高
461 169 594 1,224 (1,224) －

計 12,283 32,746 4,628 49,658 (1,224) 48,433

セグメント利益 1,493 2,705 40 4,238 (1,329) 2,909

　（注）１．セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない親会社本社の総務部門等

　　　　　　管理部門に係る費用1,330百万円が含まれております。

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
 
　　　　　　 該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 
施設管理
運営業

物品販売業 飲食業 計

売上高       

外部顧客への売上高 12,367 32,057 4,471 48,896 － 48,896

セグメント間の内部売上高

又は振替高
449 188 602 1,239 (1,239) －

計 12,816 32,245 5,073 50,136 (1,239) 48,896

セグメント利益 1,299 1,669 32 3,001 (1,277) 1,724

　（注）１．セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない親会社本社の総務部門等

　　　　　　管理部門に係る費用1,280百万円が含まれております。

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
 
　　　　　　 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 29円93銭 22円37銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,430 1,816

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（百万円）
2,430 1,816

普通株式の期中平均株式数（千株） 81,229 81,229

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額
29円54銭 22円06銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
△4 △4

（うち受取利息（税額相当額控除後）

（百万円））
(△4) (△4)

普通株式増加数（千株） 928 931

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本空港ビルデング株式会社(E03863)

四半期報告書

19/20



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２８年８月１２日

日本空港ビルデング株式会社

取 締 役 会　御 中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 稲垣　正人　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　真紀江　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　重義　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本空港ビル

デング株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成

２８年４月１日から平成２８年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年６月

３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本空港ビルデング株式会社及び連結子会社の平成２８年６月３０日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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